
令和７年２月１日現在

番号 条例区分 所属機関 職名 氏名

1 北陸地方整備局信濃川河川事務所 事務所長 福 島 雅 紀

2 北陸地方整備局信濃川下流河川事務所 事務所長 内 田 剛 二

3 北陸地方整備局長岡国道事務所 事務所長 田 村 秀 誠

4 北陸農政局新潟県拠点 総括農政業務管理官 松 矢 攻 一

5 新潟海上保安部 部長 松 本 孝 典

6 陸上自衛隊第２普通科連隊 第２中隊長 高 島 健

7 新潟地方気象台 台長 前 多 良 一

8 新潟県防災局原子力安全対策課 課長 金 子 信 之

9 長岡地域振興局地域整備部 部長 中 川 渉

10 長岡地域振興局農林振興部 部長 品 田 均

11 長岡地域振興局健康福祉環境部 部長 中 山 均

12 長岡警察署 署長 小 森 也 寸 志

13 見附警察署 署長 帆 苅 学

14 与板警察署 署長 古 泉 信 也

15 柏崎警察署 署長 山 岸 信 行

16 小千谷警察署 署長 山 﨑 誠

17 長岡市 副市長 髙 見 真 二

18 長岡市 副市長 大 滝 靖

19 長岡市 政策監兼危機管理監 野 口 和 弘

20 長岡市 産業政策監 長 谷 川 亨

21 長岡市 地域政策監 渡 邉 則 道

22 長岡市 女性活躍推進担当部長 茂 田 井 裕 子

23 長岡市 危機管理防災本部長 入 澤 義 和

24 長岡市 原子力安全対策室長 山 田 慎 一

25 長岡市 土木部長 谷 畑 哲 也

26 長岡市 水道局長 植 木 輝 夫

27 長岡市 議会事務局長 小 池 隆 宏

28 5号 長岡市教育委員会 教育長 金 澤 俊 道

29 長岡市消防本部 消防長 近 藤 知 彦

30 長岡市消防団 消防団長 小 林 守

31 原子力規制委員会原子力規制庁柏崎刈羽原子力規制事務所 所長 伊 藤 信 哉

32 国立研究開発法人防災科学技術研究所雪氷防災研究センター センター長 中 村 一 樹

33 東日本高速道路株式会社新潟支社長岡管理事務所 所長 加 藤 義 之

34 東日本旅客鉄道株式会社新潟支社長岡統括センター 副所長 吉 田 裕 美 子

35 東日本電信電話株式会社埼玉事業部新潟支店 支店長 石 井 宏 明

36 日本赤十字社長岡赤十字病院 院長 藤 田 信 也

37 日本放送協会新潟放送局長岡支局 記者 阿 久 津 忠 寛

38 日本通運株式会社新潟支店 支店長 生 田 雅 祐 樹

39 東北電力ネットワーク株式会社長岡電力センター 所長 五 味 孝 志

40 新潟県長岡郷耕地協議会 役員 川 瀬 佐 一

41 北陸ガス株式会社長岡供給センター センター長 外 内 政 行

42 越後交通株式会社 常務取締役 渡 辺 信 行

43 株式会社新潟放送長岡支社 執行役員支社長 久 保 裕 治

44 株式会社新潟日報社長岡支社 支社次長兼業務部長 金 澤 ゆ か り

45 長岡市社会福祉協議会 常務理事 青 木 佐 土 子

46 えちご中越農業協同組合 経営管理委員会 副会長 野 口 剛

47 長岡商工会議所 女性会 会長 加 瀬 由 紀 子

48 一般社団法人長岡市医師会 理事 谷 達 夫

49 一般社団法人長岡市薬剤師会 副会長 大 黒 幸 恵

50 株式会社エヌ・シィ・ティ 総務部課長 大 島 洋 子

51 長岡移動電話システム株式会社（ＦＭながおか） 取締役総務部長 古 川 英 子

52 株式会社ドコモCS新潟支店 主査 岡 田 智 子

53 新潟県中越大震災「女たちの震災復興」を推進する会 代表 樋 熊 憲 子

54 社会福祉法人浄英会長生保育園 園長 三 条 公 子

55 特定非営利活動法人市民協働ネットワーク長岡 代表理事 渡 辺 美 子

４号

6号

7号

長岡市防災会議委員名簿

8号

会長　長岡市長　磯田　達伸

1号

2号

3号
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１－２ 長岡市防災会議条例 

昭和39年10月10日 条例第53号 
                     最近改正 平成24年 9月28日  条例第43号 

 
(目的) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第16条第6項の規定に基づき、

長岡市防災会議(以下「防災会議」という。)の組織及び所掌事務を定めることを目的と

する。 
 

(所掌事務) 
第2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 長岡市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 
(2) 市長の諮問に応じて本市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 
(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 
(4) 前3号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属するこ

と。 
 
(会長及び委員) 

第3条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 
2 会長は、市長をもって充てる。 
3 会長は、会務を総括する。 
4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 
5 委員の定数は70人以内とし、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 指定地方行政機関の職員で市長が定める職にあるもの 
(2) 新潟県の知事の部内の職員で市長が定める職にあるもの 
(3) 新潟県警察の警察官で市長が定める職にあるもの 
(4) 本市の職員で市長が定める職にあるもの 
(5) 教育長 
(6) 消防長及び消防団長 
(7) 指定公共機関、指定地方公共機関、公共的団体等の長又はその職員で市長が定める

職にあるもの 
(8) 前各号に掲げる者のほか、地域防災に関する知識又は経験を有する者 

6 委員が、前項各号の職を離れ、又は失ったときは、その委員の地位を失うものとする。 
7 第5項第7号及び第8号の委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、そ

の前任者の残任期間とする。 
8 前項の委員は、再任することができる。 
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(専門委員) 
第4条 防災会議に専門の事項を調査、研究させるため、専門委員を置くことができる。 
2 専門委員は、関係指定地方行政機関その他の地方行政機関の職員、新潟県の職員、関

係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験を有する者のうちか

ら市長が任命する。 
3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査、研究が終了したときは、解任されるもの

とする。 

 
(部会) 

第5条 防災会議にその定めるところにより部会を置くことができる。 
2 部会に属するべき委員は、会長が指名する。 
3 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 
4 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者がその職務を代理する。 
 

(委任) 
第6条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要

な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 
 

附 則 
この条例は、公布の日から施行する。 

 
附 則(昭和40年10月15日条例第29号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
 

附 則(昭和46年6月23日条例第22号) 
この条例は、公布の日から施行する。 

 
附 則(昭和56年12月23日条例第48号) 

この条例は、昭和57年4月1日から施行する。ただし、この条例による改正後の長岡市防

災会議条例第3条第5項に規定する委員の定数については、この条例による改正前の長岡市

防災会議条例の規定により委嘱され、又は任命された者が任期を有する間は、なお従前の

例による。 

 
附 則(昭和62年3月24日条例第3号) 

この条例は、昭和62年4月1日から施行する。 
 

3



附 則(平成11年12月27日条例第25号) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。 
(長岡市水防協議会条例の廃止) 

2 長岡市水防協議会条例(昭和25年長岡市告示第56号)は、廃止する。 

 
附 則(平成13年12月26日条例第32号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
 

附 則(平成17年3月22日条例第26号) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成17年4月1日から施行する。 
(経過措置) 

2 この条例の施行の日後最初に任命する第3条第5項第7号の委員の任期は、同条第7項の

規定にかかわらず、平成18年4月30日までとする。 

 
附 則(平成17年12月28日条例第258号) 

(施行期日) 
1 この条例は、平成18年1月1日(以下「施行日」という。)から施行する。 

(経過措置) 
2 施行日後最初に任命する第3条第5項第7号の委員の任期は、同条第7項の規定にかかわ

らず、平成18年4月30日までとする。 
 

附 則(平成19年3月30日条例第14号) 
(施行期日) 

1 この条例は、平成19年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。 
(経過措置) 

2 施行日以後最初に任命する第3条第5項第7号の委員の任期は、同条第7項本文の規定に

かかわらず、平成20年4月30日までとする。 

 
附 則(平成22年3月30日条例第34号) 

この条例は、平成22年3月31日から施行する。 
 

附 則(平成24年9月28日条例第43号) 
(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 
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(経過措置) 
2 この条例の施行の日以後最初に任命する改正後の長岡市防災会議条例第3条第5項第8
号の委員の任期は、同条第7項本文の規定にかかわらず、平成26年4月30日までとする。 
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１－３ 長岡市防災会議運営規程 

           昭和40年6月2日   防会告示第1号 
最近改正 令和3年6月1日  防会告示第2号 

(目的) 
第1条 この規程は、長岡市防災会議条例(昭和39年長岡市条例第53号。以下「条例」とい

う。)第6条の規定に基づき、長岡市防災会議(以下「会議」という。)の議事その他運営に

関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 
(会議) 

第2条 会議は、年1回以上開催するものとし、会長が招集する。 
2 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
3 会議の議長は、会長が当たる。 
4 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 
5 団体の職にあることにより委嘱され、又は任命された委員は、自らに事故があるとき

は、その職を代理し、又は補佐する者に当該委員の職務を代理させることができる。 
 

(会長の職務代理) 
第3条 条例第3条第4項に規定する会長の職務を代理する委員は、地方自治法(昭和22年法

律第67号)第152条第1項の規定により、市長の職務を代理する副市長の職にある委員と

する。 
2 前項の規定により副市長が会長の職務を代理する場合の順位は、市長の職務を代理する

副市長の順序を定める規則(令和3年長岡市規則第36号)で定める順序による。 

 
(意見の聴取等) 

第4条 会長は、必要と認めるときは、会議に専門委員その他適当と認める者の出席を求

め、その意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

 
(専決処理) 

第5条 緊急その他やむを得ない理由により会議を招集するいとまがないと認めるときは、

会長は、会議が処理すべき事項について専決処理することができる。 
2 前項の規定により専決処理したときは、会長は、その旨を次の会議において報告し、

承認を求めなければならない。 

 
(部会) 

第6条 会長は、必要の都度その事務を定めて部会を開くことができる。 
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(異動等の報告) 
第7条 委員は、条例第3条第6項の規定に該当したときは、速やかに会長に報告しなけれ

ばならない。 

 
(公印) 

第8条 会長の公印を次のように定める。 

 
書体は、てん書とする。 

 
(公表の方法) 

第9条 長岡市地域防災計画を作成し、又は修正した場合の公表その他会議が行う公表は、

長岡市公告式条例(昭和25年長岡市告示第42号)を準用して行う。 

 
(庶務) 

第10条 会議の庶務は、危機管理防災本部において行う。 
 

(委任) 
第11条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

 
附 則 

この規程は、昭和40年6月2日から施行する。 
 

附 則(昭和46年5月19日防会告示第1号) 
この規程は、公表の日から施行し、昭和46年4月1日から適用する。 

 
附 則(昭和54年6月2日防会告示第1号) 

(施行期日等) 
1 この規程は、公表の日から施行し、この規程による改正後の長岡市防災会議運営規程(以
下「改正後の規程」という。)の規定は、昭和54年4月1日から適用する。 
(経過措置) 

2 この規程施行の日前においてなされた手続等については、それぞれ改正後の規程の規

定に基づいてなされたものとみなす。 
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附 則(昭和62年3月25日防会告示第2号) 
この規程は、昭和62年4月1日から施行する。 
 

附 則(昭和62年10月1日防会告示第3号) 
この規程は、昭和62年10月1日から施行する。 

 
附 則(昭和63年7月12日防会告示第1号) 

この規程は、昭和63年7月12日から施行する。 
 

附 則(平成10年3月31日防会告示第3号) 
この規程は、平成10年4月1日から施行する。 

 
附 則(平成10年7月1日防会告示第3号) 

この規程は、平成10年7月1日から施行する。 
 

附 則(平成17年3月31日防会告示第1号) 
この規程は、平成17年4月1日から施行する。 

 
附 則(平成17年5月18日防会告示第2号) 

この規程は、公表の日から施行する。 
 

附 則(平成19年3月30日防会告示第2号) 
この規程は、平成19年4月1日から施行する。 

 
附 則(令和元年7月12日防会告示第1号) 

この規程は、令和元年7月17日から施行する。 
 

附 則(令和3年1月28日防会告示第1号) 
この規程は、公表の日から施行し、改正後の第3条の規定は、令和3年1月1日から適用す

る。 
 

附 則(令和3年6月1日防会告示第2号) 
この規程は、公表の日から施行し、改正後の第3条第2項の規定は、令和3年4月1日から

適用する。 
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１－４ 防災関係機関等連絡先 

 
No 機関名 電話番号 郵便番号 所在地 
1 ⻑岡市危機管理防災本部 0258-39-2262 940-8501 ⻑岡市⼤⼿通 1-4-10 
2 〃 原⼦⼒安全対策室 0258-39-2305  〃  〃 
3 〃 消防本部 0258-36-0119（代表） 940-0082 ⻑岡市千歳 1-3-100 
4 ⻑岡消防署 0258-35-2193 940-0082 ⻑岡市千歳 1-3-100 
5 〃  関原出張所 0258-46-640 940-2039 ⻑岡市関原南 2-4095 
6 〃  新町出張所 0258-35-2513 940-0024 ⻑岡市⻄新町 2-7-27 
7 〃  越路出張所 0258-92-6519 949-5406 ⻑岡市浦 715 
8 〃  川崎出張所 0258-35-2416 940-0857 ⻑岡市沖⽥ 1-8 
9 〃  宮内出張所 0258-35-2349 940-1103 ⻑岡市曲新町 549-1 

10 〃  ⼭古志出張所 0258-59-3221 947-0204 ⻑岡市⼭古志⽵沢⼄ 371-2 
11 〃  ⼩国出張所 0258-95-4184 949-5213 ⻑岡市⼩国町法坂 724-1 
12 与板消防署 0258-72-257 940-2403 ⻑岡市与板町本与板 3731 
13 〃  寺泊出張所 0258-75-2476 940-2592 ⻑岡市寺泊烏帽⼦平 1977-8 
14 〃  中之島出張所 0258-66-5582 954-0124 ⻑岡市中之島 4160-5 
15 栃尾消防 0258-52-1155 940-0217 ⻑岡市栃尾⼤町 2-11 

16 新潟県防災局防災企画課 
(025)285-5511 
内線 6410 

950-8570 新潟市中央区新光町 4-1 

17 〃    危機対策課 
 〃 
内線 6430 

 〃  〃 

18 〃    消防課 
 〃 
内線 6440 

 〃  〃 

19 〃    原⼦⼒安全対策課 
 〃 
内線 6450 

 〃  〃 

20 新潟県消防防災航空隊 025-270-0263  〃  〃 
21 新潟県警察本部 025-285-0110（代表） 950-8553 新潟市中央区新光町 4-1 
22 ⻑岡警察署 0258-38-0110（代表） 940-8570 ⻑岡市⽔道町 3-5-60 
23 ⾒附警察署 0258-63-0110（代表） 954-0059 ⾒附市昭和町 2-2-1  
24 与板警察署 0258-72-0110（代表） 940-2402 ⻑岡市与板町与板⼄ 5881-3 
25 柏崎警察署 0257-21-0110（代表） 945-0043 柏崎市⽇吉町 5-10 
26 ⼩千⾕警察署 0258-83-0110（代表） 947-0028 ⼩千⾕市城内 3-1-5  
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No 機関名 電話番号 郵便番号 所在地 

27 ⻑岡労働基準監督署 0258-33-8711（代表） 940-0082
⻑岡市千歳 1-3-88 ⻑岡地⽅合
同庁舎 7 階 

28 北陸農政局新潟県拠点 025-228-5211（代表） 951-8035 新潟市中央区船場町 2-3435-1
29 中越森林管理署 025-772-2143（代表） 949-6608 新潟県南⿂沼市美佐島 61 - 8 

30 新潟地⽅気象台 
025-281-5872（防災担
当） 

950-0954 新潟市中央区美咲町 1-2-1 

31 信濃川河川事務所 
0258-32-3273（防災情
報課） 

940-0098 新潟県⻑岡市信濃 1-5-30 

32 信濃川下流河川事務所 025-266-7131（代表） 951-8153 新潟市中央区⽂京町 14-13 

33 湯沢砂防事務所 025-784-2263（代表） 949-6102
新潟県南⿂沼郡湯沢町⼤字神
⽴ 23 

34 ⻑岡国道事務所 0258-36-4551（代表） 940-8512
新潟県⻑岡市中沢 4 丁⽬ 430-
1 

35 海上保安本部 025-285-0118（代表） 950-8543 新潟市中央区美咲町 1-2-1 
36 陸上⾃衛隊⾼⽥駐屯地 025-523-5117（代表） 943-8501 上越市南城町 3-7-1 

 

10


